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障害問題に関与する開発組織と社会組織の構造分析 
―外部機関の支援による組織化と地域住民による自生組織の組織化プロセスの分析から― 
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要旨 
インドネシアで外部機関の介入によって設立された地域住民組織の組織化と解散、そし

てその後の地域住民による自生組織の組織化の事例から中間組織の構造分析を行った。フ

ィールド調査は 2004年と 2005年に半構造型のインタビューを実施した。外部機関によっ
て設立された CBR委員会は資源動員を外部機関に依存していたため、組織費用を自己負担
できなかった。そのため外部機関の介入終了後に、CBR 委員会は組織費用を負担できなく
解消に至った。一方自生組織である PSMは、社会規範や伝統的慣習を組織の制度に取り入
れることで、組織費用の削減と自己負担を可能にして、地域社会の資源を動員できる組織

構造を整えた。そして動員した資源を障害問題に分配する制度を構築して、障害問題に対

する活動を展開した。CBR の継続性にはボランティア個人のモチベーションが不可欠とさ
れているが、今回の結果から中間組織の資源動員と分配が組織費用と組織利益とのバラン

スを保つように機能しているか、そして中間組織と社会システムの相互関係性といった組

織の構造が継続性に影響を与えることを示した。 
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